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資料７ 

奈井江町民プールの指定管理業務に関する協定書（案） 

 

 奈井江町（以下「甲」という。）と、     （以下「乙」という。）とは、

奈井江町公の施設に係る指定管理者の指定手続等に関する条例（平成１６年条例

第１号。以下「指定手続条例」という。）第８条の規定に基づき、奈井江町民プー

ル（以下「町民プール」という。）における指定管理者の管理業務（以下「指定管

理業務」という。）に関し次のとおり協定を締結する。 

 

 （指定管理業務の遂行） 

第１条 乙は、奈井江町民プールの設置及び管理に関する条例（平成１６年条例

第１５号。以下「町民プール設置条例」という。）、指定手続条例及び指定手続

条例施行規則（平成１６年規則第１号）に定めるほか、本協定書の定めるとこ

ろにより、指定管理業務を行わなければならない。 

２ 指定管理業務の基本的な事項は、別表第１の町民プール指定管理業務仕様書

に定めるとおりとする。 

 

 （指定期間） 

第２条 指定期間は、平成２４年４月１日から平成２９年３月３１日までとする。 

 

 （甲が行う業務） 

第３条 町民プールの建物及び設備の大規模修繕に関する業務は、甲（甲が当該

業務を委託した者を含む。）が実施する。 

 

 （管理費用） 

第４条 甲が乙に支払う指定管理業務に係る費用（以下「管理費用」という。）は、

次のとおりとする。 

  年額      円（消費税額    円を含む。） 

２ 前項の管理費用は，次のとおり分割した上、乙の請求に基づき支払われるも

のとする。 

 



- 37 - 

回 数 支払期日 金  額 

１回目 ５月３１日まで  円 

２回目 ７月３１日まで  円 

３回目 ９月３０日まで  円 

 

 （利用料金） 

第５条 乙は、利用料金の額を定めようとするときは、事前に甲の承認を受けな

ければならない。 

２ 乙は、前項の承認の範囲内で額を変更するときは、その旨を届け出なければ

ならない。 

 

 （事業報告等） 

第６条 乙は、毎月１０日までに、前月の業務報告を町民プール月間事業報告書

（別記様式第１号）により提出しなければならない。 

２ 乙は、指定手続条例第１１条に基づく事業報告書を、事業報告書（別記様式

第２号）及び収支決算報告書（別記様式第３号）により提出しなければならな

い。 

 

 （報告、調査及び指示） 

第７条 甲は、指定管理業務又は経理の状況に関し、定期又は必要に応じて臨時

に報告を求め、実地について調査し、又は必要な指示をすることができる。 

 

 （指定の取消し及び指定管理業務の停止） 

第８条 甲は、指定手続条例第１０条に規定するほか、次の各号に該当するとき

は、乙に対して、指定管理者の指定を取り消し、又は期間を定めて指定管理業

務の一部又は全部の停止を命ずることができる。 

 (1) 地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第１０項の規定に

よる報告の要求又は調査に対して、これに応じず、又は虚偽の報告をし、若

しくは調査を妨げたとき。 

 (2) 地方自治法第２４４条の２第１０項の規定による指示に故意に従わないと 

き。 
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 (3) 町民プール設置条例又は協定の規定に違反したとき。 

 (4) 指定手続条例第２条第２号の規定により明示する申込資格を失ったとき。 

 (5) 申込みの際に提出した書類の内容に虚偽があることが判明したとき。 

 (6) 団体の経営状況の悪化等により指定管理業務を行うことが不可能又は著し

く困難になったとき。 

 (7) 組織的な非違行為が行われていた場合など、当該指定管理者に指定管理業

務を行わせておくことが、社会通念上著しく不適当と判断されるとき。 

 (8) 指定管理業務が行われないとき。 

２ 前項の規定により指定管理者の指定が取り消されたときは、同時にこの協定

も効力を失うものとする。この場合においては、指定を取り消された日から３

０日以内に、第５条第２項に規定する報告書を甲に提出しなければならない。 

３ 甲は、指定を取り消し、又は指定管理業務の停止を命じたときは、管理費用

の全部又は一部を返還させることができる。 

 

 （権利の譲渡禁止等） 

第９条 乙は、指定によって得た権利又は義務を第三者に譲渡し、又は承継させ

てはならない。ただし、甲が特に認めた場合はこの限りでない。 

 

 （委託の禁止等） 

第 10 条 乙は、指定によって得た指定管理業務の権利又は義務の全部又は一部を

第三者に委託することはできない。ただし、甲が特に認めた場合はこの限りで

ない。 

 

 （事故の予防及び発生時の報告等） 

第 11 条 乙は、指定管理業務を行うに当たって、町民プール安全管理要領（別表

第２）に従い、事故の予防に努めなければならない。 

２ 乙は、事故が発生した場合、町民プール安全管理要領に従い速やかに処理す

るとともに、遅滞なく町民プール事故報告書（別記様式第４号）により甲へ報

告しなければならない。 
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 （苦情処理） 

第 12 条 乙は、指定管理業務の遂行に関し住民等から苦情があったときは、自己

の責任及び費用において迅速かつ的確に対処するものとする。 

２ 前項の規定にかかわらず、住民等からの苦情の内容が指定管理業務の範囲又

は指定管理者の権限を越える事項に関するものであるときその他乙が単独で対

処することが困難であるときは、速やかに、当該苦情の内容を甲に報告し、甲

の指示に従って対処するものとする。 

 

 （損害賠償） 

第 13 条 乙は、指定管理業務を行うに当たって、その責に帰すべき事由により第

三者又は甲に損害を与えた場合は、その損害を賠償しなければならない。 

 

 （業務責任者等の報告） 

第 14 条 乙は、指定管理業務の責任者（以下「業務責任者」という。）及び従事

する職員（以下「職員」という。）を定め、甲に報告するものとする。 

２ 乙は、業務責任者及び職員に異動が生じたときは、速やかに甲に報告するも

のとする。 

 

 （施設等の使用） 

第 15 条 乙は、町民プール内の事務室を無償で使用することができる。この場合

において、その使用に係る電気、電話並びに水道等の使用料金及び修繕に要す

る経費は、乙の負担とする。 

２ 乙は、前項に定める施設及び備付物件を指定管理業務の範囲を超えて使用し

てはならない。 

 

 （緊急の避難等の場所としての使用） 

第 16 条 乙は、甲が住民の緊急の避難等（救助及び救援を含む。以下同じ。）の

場所として本施設を使用する旨の通知があった場合は、その使用を優先しなけ

ればならない。 
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 （帳簿等の整備保管） 

第 17 条 乙は、次に掲げる帳簿等を整備し、これらを５年間保管しなければなら

ない。 

(1) 金銭出納簿その他の経理書類 

(2) 指定管理業務に関する事業報告書及び収支決算報告書 

(3) 甲が別に指定する書類 

 

 （個人情報の保護等） 

第 18 条 乙は、指定管理業務を行うに当たって、奈井江町個人情報保護条例（平

成 17 年条例第９号）の規定により、漏えい、滅失又はき損の防止など保有個人

情報の適切な管理のための措置を講じなければならない。 

２ 奈井江町個人情報保護条例に基づき、甲を通じて開示若しくは訂正の請求又

は是正の申し出がなされたときは、乙は、速やかにこれらに応じなければなら

ない。 

 

 （秘密の保持） 

第 19 条 乙（従業員を含む。）は、業務上知り得た秘密をみだりに外部に漏らし

てはならない。指定管理者又は指定管理者たる事業者の従業員でなくなった後

も同様とする。 

 

 （奈井江町行政手続条例の適用） 

第 20 条 乙は、施設の使用許可等の手続について、奈井江町行政手続条例（平成

９年条例第４号）の規定により処理しなければならない。 

 

 （文書の公開） 

第 21 条 乙は、指定管理業務を行うに当たって保有する文書の公開に努めなけれ

ばならない。 

２ 奈井江町公文書公開条例（平成９年条例第４２号）に基づき、甲を通じて、

指定管理業務を行うに当たって保有する文書の開示等の請求があったときは、

乙は、速やかにこれに応じなければならない。 

 



- 41 - 

 （原状回復） 

第 22 条 乙は、指定期間が終了したとき又は指定を取り消されたときは、自己の

責任及び費用において、遅滞なく、施設の土地、建物及び設備を原状に復し、

備品以外の動産を取り片付け、又は撤去しなければならない。 

２ 前項の規定にかかわらず、乙は、前項の原状回復の全部又は一部を行わない

ことについて甲の承認を得たときは、別途甲が指定する状態で施設を明け渡す

ことができるものとする。 

 

 （事務の引継ぎ） 

第 23 条 乙は、指定期間が終了し、又は指定を取り消されたときは、甲の指示に

基づき、甲及び次の指定期間の指定管理者に対して、遅滞なく事務の引継ぎを

行うものとする。ただし、乙が引き続き指定管理者となる場合は、この限りで

ない。 

 

 （変更の届出） 

第 24 条 乙は、申込において提出した書類（業務計画書及び収支計画書を除く。）

に変更があった場合は、速やかに甲に届け出なければならない。 

 

 （租税公課） 

第 25 条 指定管理業務の遂行に関連して生じる租税公課は、別の定めがある場合

を除き、すべて乙の負担とする。 

２ 甲は、管理費用を支払う外に本協定に関するすべての公租公課について別途

負担しないものとする。ただし、指定管理業務に直接関連する税制度の変更（広

く事業者を対象とした税制度の変更を除く。）に伴い、本協定締結時点で甲及び

乙が予測不可能であると認められる新たな公租公課の負担が乙に生じたことに

より、指定管理業務の継続に支障を来すおそれがあるときは、乙は、管理費用

の増額について甲に協議することができる。 

 

 （物価の変動等） 

第 26 条 物価等の変動（物価、賃金水準、金利又は為替レート等の変動をいう。）

又は社会経済情勢の変化（インフレーション、デフレーション、高齢化、産業・



- 42 - 

就業構造の変化等をいう。）に伴う損害又は増加費用は、次条第４号に該当する

ときを除き、乙が負担するものとする。 

 

 （協定の改定） 

第 27 条 この協定は、概ね下記に掲げる事情が生じたとき、甲乙協議の上、改定

するものとする。 

 (1) 利用料金の額に関する町民プール設置条例の規定を改正するとき。 

 (2) 開館時間等に関する町民プール設置条例の規定を改正するとき。 

 (3) 施設の一部を新設し、又は廃止するとき。 

 (4) 物価の大幅な変動があったとき。 

 (5) 災害が発生したとき。 

 

 （疑義等の決定） 

第 28 条 この協定に関し疑義が生じた事項及びこの協定に定めのない事項につ

いては、甲乙協議の上、決定するものとする。 

 

 

 この協定書２通を作成し、両者記名押印のうえ、各自その１通を保有するもの

とする。 

 

  平成  年  月  日 

 

             （甲） 空知郡奈井江町字奈井江１１番地 

                     奈井江町長  北   良 治 

 

             （乙）  
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別表第１ 

町民プール指定管理業務仕様書（案） 

１ 施設の概要 

施設の名称 町民プール 

施設の所在地 奈井江町字奈井江１６２番地１ 

施設の概要 施設の内容：幼児プール（水深 40cm）、子供プール（水深 70cm）、

25m 競泳用ﾌﾟｰﾙ（６本 水深 120-100cm）、流水コース、採暖室  

外 

 

２ 管理の基本方針 

※ 町としては、指定管理者制度による管理運営を行うにあたって、この施

設が水泳の振興のみならず水中歩行に利用されるなど町民の健康増進にも

大きな役割を担い、効率的かつ効果的な運営と同時により一層の利用が図

られることを期待しているので、このことを踏まえて管理の基本方針につ

いて協議したいと考えております。 

 

３ 管理の基準 

 (1) 休館日 

  ア １０月１６日から翌年５月１４日まで 

  イ 月曜日。ただし、その日が国民の祝日に関する法律（昭和２３年法律

第１７８号）に規定する休日（以下「祝日」という。）に当たる場合は、

その翌日 

  ※ 指定管理者が必要と認めるときは、変更することができる。 

 (2) 開館時間 

区  分 開館時間 

５月１５日から５月３１日まで 午後１時から午後６時まで 

６月１日から６月１４日まで 午後１時から午後７時まで 

６月１５日から８月３１日まで 午後１時から午後８時まで 

９月１日から９月３０日まで 午後１時から午後７時まで 

１０月１日から１０月１５日まで 午後１時から午後６時まで 

夏休み期間及び土、日曜日及び祝日 午前１０時から午後８時まで 
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  ※ 小学校が水泳学習で利用する場合は、その時間に応じて開館する。 

  ※ 指定管理者が必要と認めるときは、変更することができる。 

 (3) 町民プールの利用の許可について 

   町民プール設置条例第５条に基づき、許可等を行う。 

 (4) 町民プールの利用の制限に関する事項 

   町民プール設置条例第６条各号に定める場合には、町民プールの利用を許

可できない。 

 (5) 利用料金について 

  ア 利用料金制度の採用 

    町民プールにおいては、地方自治法第２４４条の２第８項に定める利用

料金制度を採用する。 

  イ 利用料金の額 

    利用料金の額は、町民プール設置条例別表第２に定める範囲内において、

指定管理者が、町長の承認を得て決定する。 

  ウ 利用料金の減免 

    利用料金の減免は、奈井江町公の施設等の使用料減免条例（平成１５年

条例第１９号）第３条及び同条例別表の例により行う。 

 (6) 施設管理に伴う人員の確保及び資格について 

   施設の管理運営を行うため、次の要件を満たすこと。 

ア 受付及び監視の業務にあたる職員を配置すること。 

イ 受付、監視員等従事するすべての職員については、緊急時に対応するた

め「救急救命講習」を受講した証を有する職員等を配置すること。 

ウ ア及びイに要する人員は、施設運営、事故防止等が図られるために十分

な人数を確保すること。 

エ 機械、衛生、電気設備関係については、維持管理、点検業務が伴うため

専門の知識を有する者を配置する。ただし、専門業者に委託する場合を除

く。 

オ 施設の管理については、防火管理者の届出を必要とするため、その資格

を有する者を配置する。 

カ 施設は、容量５キロリットルの重油タンクを備えるため、危険物取扱者

の免状（丙種以上）を保有する者を配置する。 
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キ 申込みの時点でオ及びカの資格を保有する職員等がいない団体は、平成

19 年度中に資格を取得すること。 

 

４ 管理業務 

 (1) 町民プールの維持及び管理 

   利用者が快適かつ安全に利用できるようにするための施設の修繕、設備の

点検、清掃、案内、秩序維持管理、入場の制限等、衛生的環境の確保、水質

保全の確保、火災・盗難などの事故・事件の予防等施設の維持及び管理 

 (2) 遊泳等の事故防止 

プールは安全確保が十分に図られることが不可欠であり、安全確保のため

の措置に万全を期すこと。 

(3) 施設の利用許可 

   町民プール設置条例第５条に基づく利用許可 

 (4) 敷地内雑草の定期的な除去 

(5) 町民プールの利用料金の収受 

 (6) 上記業務に付随する業務 
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５ 事業計画 

(1) 施設維持管理業務 

業 務 名 内     容 

施設維持業務 

 

施設管理業務 

 

その他の業務 

 

 

(2) 自主事業 

 

 

 

 

 

 (3) 人員体制 

     

※ 受付・監視員等、施設運営・事故防止等ができるために十分な人数を配

置し、万全な安全確保が図られることを基本にして協議をしていきたいと

考えております。 
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別表第２ 

町民プール安全管理要領(案) 

 

１ プール利用者注意事項 

 (1) 受付 

  ア 幼児は、必ず保護者が付き添うこととし、保護者は水着を着用すること。 

  イ 保護者１名に対する幼児の人数は、目の届く範囲として２名から３名と

する。 

  ウ 小中学生は、午後６時以降は保護者が同伴とし、小中学生単独の場合は

使用させない。この場合、保護者は観覧室でも可とする。 

  エ 受付時間は、閉館３０分前までとする。 

 

 (2) プール室 

  ア 小中学生が遊泳コースに入って遊んでいる場合は、必ず注意する。 

  イ 水泳帽は、髪の毛が隠れるように注意する。 

  ウ プールサイドでは、走らないように注意する。 

  エ 監視員は、監視台にとどまらずにプールサイドを巡回する。 

  オ 更衣室、採暖室への出入りは、体を良く拭いて入るよう注意する。 

  カ 低学年の児童は、競泳用プールに入らないように注意する。ただし、保

護者が１対１で付き添っている場合は可とする。 

  キ 子供が多く入る場合は、プールサイドが濡れるためドライヤーをかける。 

  ク 競泳用プールでの浮き輪、ビーチボールの使用は禁止する。 

  ケ 採暖室のドアは、確実に閉めるようにする。 

 

２ 監視業務要領 

 (1) １のプール利用者注意事項により、利用者の安全確保をつかさどる。 

 (2) 監視員を必ずプールサイドに配置する。 

 (3) 利用者の状況により、複数の監視員を配置すること。 

 (4) 監視員は、遊泳時間、休憩時間を指示するとともに、指示に従わないもの

に対して指導を行う。 
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３ 事故発生時の対応 

 (1) 他の従事者、利用者とともに速やかに救助する。 

 (2) 応急措置を行うとともに、状況により救急車の出動を要請する。 

 (3) 従事者の１名は、救急搬送に随行し、救急隊員に状況を説明する。 

 (4) 残りの従事者は、次の措置を行う。 

  ア 保護者、家族へ搬送先等を連絡する。 

  イ 指定管理者の事業所へ連絡する。 

  ウ 町教育委員会へ連絡する。 

 (5) 治療状況及び医師からの説明等を確認し、保護者へ引き継ぐ。 

 (6) 町民プール事故報告書（別記様式第４号）を町教育委員会に提出する。 


